

























した研究が行われている（桶掛・内此 2011）。ひとつは，学校適応の結果として生じる状態  
についてアセスメントに着目した研究であり，もうひとつは学校適応に影響を及ぼす要因に着  
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ズに対してどのような支援方略を用いているのか検討を試みる。   
】！．方法   





2．事前調査   
2014年6礼文授ニーズのある児童に関する理解や対応に関する実態および意識調査として，  
以下の項目について尋ねた。  
（1）支援ニーズのある児童に対する現状での対応   
酉出（2008）によって用いられた20項目からなる“支援のあり方尺度”（衷1）を用いて，  
現状として対応を，「よくしている」「している」「あまりしていない」「していない」の4件法  
で回答を求めた。   

























（2）クラスの全児童に関する支援ニーズの現状   
各児童別に，表2にあげた6つの項目について，支援ニーズが「とてもある」「少しある」「あ  
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3．事後調査   





校にフィードバックしている。   
そこで，“6月と11月の調査データ”ぉよび“筆者らが実施した学級支援研究会”を担任教  
諭がどの程度活用したかについて，2015年3軋 以下の項目について担任教諭に尋ねる調査  
を実施した。  




（2）重点的に支援した児童の支援をめぐるデータ活用の実際   
2014年8月の学級経営支援研修会では，①Q－Uデータ内の“学級満足感”，②コンピテンス（桜  
井，1983）の集計結果，③表2にあげた支援ニーズの集計一覧，④Q－Uデータ内に示される“他  










（4）重点的に支援した児童に対する支援方略   
上記で選択された1名の児童の支援を行うにあたって，表3にあげた14の項目について，  
実際にそのような支援をどの程度行ったかについて，「よくした」「ときどきした」「あまりし  
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児童の学級適応調査を活用した担任教諭による教育支援  



















方法について，できるだけ詳しく記してください」という自由記述欄を設けた。   
Ⅲ＼結果および考察   




（1）支援のあり方尺度にみる支援の現状   
支援ニーズのある児童に対する対応の現状として，衷1にあげた20項目の結果を項目毎に  
















意に高かった （p＜．05）。   
第一因子は，担任教諭本人が同僚や家庭と繋がりながら，教材や手立て等を工夫する支援で  
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①担任教諭による教材のエ夫   
②担任教書鋸こよる手だてのエ夫  
③担任教諭のとりだしによる個別指導麺  
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図2．担任教師が重要と考える支援 上位5位（Nニ＝13×5）  






























れていることが示唆された。   
次に，上述の児童13名の支援ニーズ  
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（3）重点的に支援された児童の支援をめぐる支援計画の立案の実際と成果に関する分析   
学級経営支援研修会後，2学期以降に，児童のニーズに応じた支援を具体的に立案したかの  
有無について集計したのが図5である 。錬回答の人数が支援ニーズ種別で異なっていたため，  
13名において，支援ニーズの種別によって立案の有無に偏りが見られるのかについてズ2検定  













行動支援ニーズに応じた立案   
対人関係支援ニーズに応じた立案   
家庭環境支援ニーズに応じた立案   
身体健康支援ニーズに応じた立案  
0  2  4  6  8 10 12 14  
瑚立案した 貫立案しなかった 曇無回答  
図5．支援ニーズに応じた計画立案の有無（N＝13）  
やすい領域と一致する。担任教諭  
が意図的に社会性と行動上の側面に焦点化してデータを活用したことの反映と考えられよう。   
次に，児童13名の各支援ニーズに対してニーズの有無と支援計画を立案したかの有無で2  
×2のクロス衷を作成して，Fisherの直接確立計算を試みたが，標本数が少なく，有意な偏  
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0  2  4  6  8  10  12  
臼よくした 欝ときどきした 欝あまりしなかった 琵全〈しなかった 凶全くしなかった  
図7．選択された児童に対して2学期以降に試みた支援方略（N＝13）  
指導よりも有意に高かった。   
これらの結果より，担任教諭は，別室への取り出しよりも，教室内で個別に働きかけて適応  
を促す試みに尽力する傾向が読み取れる。  








教諭同士で支援を工夫することが，児童の社会性の促進に関連していることが示唆された。   
次に，「行動支援ニーズの成果」と有意な相関がみられた支援方略は，「⑬専科・教科の教諭  
との連携による支援」（r＝．64，pく05）であり，強い正の相関であった。   
また，「対人支援ニーズの成果」と有意な相関が見られた支援方略はなかったが，「家庭環境  
支授ニーズの成果」では，「⑫保護者との連携による家庭での支援の工夫」（r＝．7乙 pく05）と  
の問に，強い正の相関がみられた。   
続いて，「身体健康支援ニーズの成果」では，「⑫保護者との連携による家庭での支援の工夫」  
（r＝．74，pく05）および「⑬専科・教科の教諭との連携による支援」（r＝．71，pく05）との間に，  
強い正の相関がみられた。   
これらの結果より，家庭とつながり支援をともに工夫してもらうこと，教諭同士で支援を工  
夫することが，関連性という結果ではあるが，児童の支援ニーズに対して成果が期待できるニ  
















④わかりやすい板番のエ夫   
⑤小グループ学習を活用した理解の促進  
⑥ニーズに応じた別課腰の使用率瀾  
箋   
⑦視覚的にわかりやすい教材の使用攣  
⑧課題場面の観察および支援記録の蓄積逐露頭  





























































































性があるものと判断されよう。   
今軋 担任教諭によって支援ニーズがあるとして抽出され美児遜への支援に関する調査結果  
を詳細に検討したことにより，（1）児童のニーズのなかでも，特に，学習支援ニーズ・社会性  
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いて，総合的に検討を行う必要があると認識しており，今後の課題として，検証を行うことと  
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